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平成 24年度兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

総会並びに講演会 次第 

 

受  付 １３：００～１３：３０ 

総  会 １３：３０～１４：１０ 

講  演 １４：３０～１６：００ 

諸 連 絡 等 １６：１０～１６：３０ 

 

１ 開会 

(1) 開会のことば 

(2) 開会あいさつ 

(3) 来賓あいさつ 

兵庫県教育委員会事務局 高校教育課 指導主事 波部 新 氏 

(4) 来賓紹介 

 

２ 議長選任 

 

３ 議事 

(1) 議決事項 

第１号議案 平成 23年度事業報告（案）について 

第２号議案 平成 23年度決算報告（案）について 

第３号議案 平成 24年度役員（案）について 

第４号議案 平成 24年度事業計画（案）について 

第５号議案 平成 24年度予算（案）について 

 

(2) 報告事項 

 

(3) その他 

 

４ 議長退任 

 

５ 総会閉会 

 

６ 講演会 

演題  教育の情報化の推進について 

講師  文部科学省生涯学習政策局参事官付企画官(併任)情報教育調査官 

                         水野 晴央 氏 

 

７ 諸連絡等 

 

８ 閉会 
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講演会資料 

 

 

教育の情報化の推進について 

 

文部科学省生涯学習政策局参事官付企画官(併任)情報教育調査官 

 

水 野  晴 央  氏 
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講演録 

教育の情報化の推進について 

 

文部科学省生涯学習政策局参事官付企画官(併任)情報教育調査官 

水 野  晴 央 氏 

 

今回は、社会教育全般を担当している部署と学校教育全般を担当している部署で一体的に学校

教育を含めた社会全体の情報化を推進する役割として、お話させていただきたいと思います。 

 

最初に、ハード面における教育の情報化の整備状況の中にあります、学校におけるＩＣＴ環境

の整備状況についてです。 

教育用コンピュータの推移をご覧ください。校務用以外のコンピュータ１台あたりの児童・生

徒数です。平成２３年３月時点で６．６人／１台になります。この調査は、公立の小中高等学

校・特別支援学校・中等教育学校に対して調査したものです。学校種別や設置者別のデータは文

部科学省のホームページから閲覧可能です。平成１４年度が１１人／１台、平成２３年３月時点

で６．６人／１台ということで、この１０年間で約２倍に伸びています。これも小中高では若干

違っていて、例えば小学校では７．６人／１台、中学校では６．４人／１台、高等学校では５人

／１台ということで、校種別で開きがあります。また、地域における格差も出てきており、資料

では上位３位、下位３位のデータを示しています（上位→鹿児島県４．５人／１台、長崎県４．

７人／１台、山梨県４．７人／１台、下位→埼玉県８．３人／１台、愛知県８．２人／１台、神

奈川県７．９人／１台）。ちなみに兵庫県は６．８人／１台で、順位としては３８位となります。 

次に、教員の校務用コンピュータ整備率についてです。平成１８年度で３３％だったのが平成

２３年度には９９％ということで、ほとんどの先生方に校務用コンピュータが整備されている現

状であります。校種別に見てみると、小中学校で９５％、高等学校は１１０％ということで、校

務用コンピュータに関しては、高等学校の方が整備されている。ちなみに兵庫県は１０４．３％

で２２位となっております。 

次は、学校における普通教室の校内ＬＡＮ整備状況についてです。 

平成１４年度では２１％だった整備率が平成２３年度には８２．３％まで伸びています。高等

学校に関して言えば約９４％で、高等学校ではほぼすべての学校で整備されている状況でありま

す。ちなみに兵庫県は９１．６％で９位となっております。 

次は、電子黒板の整備状況についてです。 

平成１４年度からのデータを見ますと、平成２１年度のスクールニューディール構想で一気に

普及し、平成２３年度には６９．３％まで普及率が上がりました。小学校では７５．８％、中学

校では６０．１％、高等学校では３５．２％という内訳になっています。ちなみに兵庫県は７４．

８％で１４位となっております。 

次は、学校におけるインターネット接続状況です。平成１４年度の３８％から平成２３年度は

９７．９％となっています。 

このように、社会全体の情報化の流れを学校教育現場も汲んでいるという状況であります。 

また、財政事情が厳しい中で、これからどのように国として教育現場を支援していくかも考え

ていかなければなりません。平成２４年度の地方財政措置の中で、教育関係の主要事項について

いくつかありました。その中で一番多くの予算をつけたのが「教育の情報化」約１，６７３憶円

であります。 

 

次に、教育の情報化の効果について話をしたいと思います。 

文部科学省の調査・研究で分かったことを説明したいと思います。 
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ＩＣＴを活用した場合とそうでない場合の客観テストを小学校低学年対象に実施した結果、Ｉ

ＣＴを活用した場合、学習効果が高いという結果になりました。児童生徒の意識調査においても、

ＩＣＴを活用した場合、学習意欲がわいたという結果になりました。教員の評価結果においても、

授業の質が向上したというのが９２％、授業が変わったというのが９１％となりました。続いて、

電子黒板を使用した場合とそうでない場合の客観テストを実施した結果も同様の効果が得られる

ことが確認できました。 

こういったことから「教育の情報化ビジョン」が進み出しました。その中で、新成長戦略が平

成２２年６月１８日に閣議決定されました。また、２０２０年までに情報通信技術を利用した学

校教育・生涯学習の環境を整備することにより、すべての国民が情報通信技術を自在に活用でき

る社会を実現すべく、新たな情報通信技術戦略を打ち出しました。 

 

この「教育の情報化ビジョン」について、もう少し深く説明していきたいと思います。 

まずは、現在、子どもたちの取り巻く環境について、おさらいします。 

５つの要素にまとめられます。一つは「知識基盤社会」であること。この知識基盤社会では、

幅広い知識と柔軟な思考力に基づく新しい知や価値を創造する能力が求められます。 

次に、「グローバル化」が進み、国際協力・理解の必要性が増大しています。 

また、学力の諸課題への対応も挙げられます。例えば、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の学習

到達度調査（ＰＩＳＡ）では、日本はトップレベルの国と比べると、本調査の成績下位層が多い

ことや、情報の関係性を理解して解釈したり自らの知識や経験と結び付けたりすることが苦手で

あることなどの課題が明らかになっています。 

学力の他にも、「日本の国際競争力低下」を挙げることができます。ＩＭＤ（国際経営開発研

究所）によれば、１９９０年の１位から、２０１１年には２６位まで低下しています。 

最後に、「安心・安全な学校の実現」が挙げられます。平成２３年３月に発生した東日本大震

災において、多くの学校が避難所等の役割を果たしたことを踏まえ、災害時などに対応した安

心・安全な学校の実現が求められています。 

そういった環境の中、２１世紀を生きる子どもたちに求められる力が「生きる力」であります。

「確かな学力・豊かな心・健やかな体」の他に、「情報活用能力」もキーコンピテンシーとして

挙げられます。この情報活用能力は、必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・表

現・発信・伝達できる能力であります。子どもたちがこれらの能力を育むために、文部科学省で

は「学びのイノベーション」を打ち出しています。 

情報通信技術を活用し、一斉指導による学びに加えて、子どもたち一人ひとりの能力や特性に

応じた学び（個別学習）、子どもたち自身が教え合い学び合う協働的な学び（協働学習）を推進

していきます。具体的な学びの姿の例として、インターネットを活用し、地域や他校、専門家と

の交流を図り、多角的な思考力などを育む授業を行う。または、情報端末を用いて繰り返し学習

を行ったり、子どもたちの回答データから個に応じた補充・発展的学習を行ったりします。また、

教員同士の教材・情報共有なども進めていきます。 

子どもたちの情報活用能力を育てるためには、まずは新学習指導要領を確実に実施する。そし

て、子どもたちへの情報モラル教育の充実を図ることが大切です。 

 

ここからは、新学習指導要領について話を進めていきたいと思います。 

まずは、小学校の学習指導要領についてです。小学校ではコンピュータに慣れ親しみ、基本的

な操作や情報モラルを身につけ、適切に活用できるようにする旨を明示しています。 

中学校ではコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ主体的、積極的に

活用できるようにする旨を明示しています。具体的には、「技術・家庭」において、ディジタル

作品の設計・製作やプログラムによる計測・制御を必修化しました。また、「道徳」において、

情報モラルに関する指導に留意することを明示しています。 
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そして、高等学校の学習指導要領についてですが、小学校・中学校との違いとして、コンピュ

ータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ実践的、主体的に活用できるようにする

旨を明示しています。また、情報３科目の内容を再構成し、「社会と情報」、「情報の科学」の２

科目構成としました。この中で、「情報の科学的な理解」や「情報社会に参画する態度」を柱に

科目の構成・内容を改善しました。小学校・中学校・高等学校の体系化された情報教育の指導内

容を踏まえ、一部重複させるなどして指導を充実させます。また、「情報モラル」を項目立てし、

情報モラルの充実を図ります。 

近年、情報モラルの大切さは社会的にも理解されているがなかなか育まれていない状況が問題

視され続けていますが、情報の科目の中で項目立てすることで、情報モラル教育の徹底を図りた

いと考えています。具体的には、小学生・中学生・高校生も、携帯電話やスマートフォンを介し

たネットワークに触れることが大変多くなっています。しかし、その中でのリスク管理やマナー

を理解している子どもはなかなかいません。情報の授業の中で体験的活動の下、「この時はアド

レスを確認しておいた方がいいな」「課金を促されているからやめておこう」など、子どもたち

がケースに合った判断ができるように、積極的な指導が求められます。また、教科情報の他にも、

担任の先生や生徒指導の先生方からの指導で、連携し合った教育が求められています。 

 

教科指導における情報通信技術の活用について、２つの視点で触れておきたいと思います。 

一つは、教科指導において情報通信技術をどのように活用していくかということです。 

教科指導を情報通信技術で考えると、「ディジタル教科書」がありますが、ディジタル教科書

をより活用しやすくするために、国からは、教科書発行者に向けた指導者用ディジタル教科書の

開発促進や、指導者用ディジタル教科書を学校設置者が容易に入手できるような支援策を検討し

ております。 

また、学習者用ディジタル教科書や情報端末の開発にも取り組んでおります。子どもたち一人

ひとりの学習ニーズに柔軟に対応でき、学習履歴の把握、共有などを可能にする学習者用ディジ

タル教科書や情報端末等についての実証研究に取り組んでおります。具体的には、必要な機能の

選定やモデルコンテンツの開発、その中には障害のある子どもたちへの対応や効果的な配信方法、

子どもたちの健康への影響もあわせて研究をしています。 

特別支援教育においても、アクセシビリティを保証しつつ、情報通信技術の活用ができるよう

にアプリケーションの開発に携わっています。 

また、ネットワーク環境の充実も図っていきます。行く行くは教育現場でのクラウドコンピュ

ーティングの実現を目指して、さまざまな施策を考えています。校務の情報化をすることで、校

務負担の軽減や教職員の情報共有によるきめ細かな指導を目指していきます。具体的には、デー

タ共有の標準化や、クラウドコンピューティングの活用を図ります。 

これらの取組みには、総務省と文部科学省の両方が支援をしています。総務省はフューチャー

スクール推進事業として、ネットワーク環境やタブレットＰＣ等の情報端末の支給など、インフ

ラ周りを多く取扱い、文部科学省では、ディジタル教科書を使うことで、より高い学習効果が得

られるようにするコンテンツ作りや、情報端末などを利用した指導方法などを取り扱っています。 

 

最後に、学びのイノベーション事業について、もう少し深く話を進めていきたいと思います。 

学びのイノベーション事業は、学びの場におけるＩＣＴ活用の実証研究の実施、教育の情報化

の基盤を確立することを目指しています。平成２４年度の予算額は２８１万円となっており、２

０校の各校種で実証研究を実施しています。近隣で言うと、大阪の箕面市立萱野小学校や京都の

京都市立桃陽総合支援学校などが挙げられます。年に数回ＩＣＴを活用した公開授業も実施して

いますので、積極的に見学していただきたいと思います。 

 

教育の情報化にぜひこれからのご尽力を祈って終わりにしたいと思います。 
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平成２４年５月１８日  
 

兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

文 部 科 学 省 生 涯 学 習 政 策 局 

       参事官（学習情報政策担当）付企画官 
 

 水 野 晴 央 

教育の情報化の推進について 

Ⅰ  学校におけるＩＣＴ環境の整備状況 

   教育用コンピュータ１台当たりの 
児童生徒数            

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 
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※ 平成21年度については、平成21年度第1次補正予算等による平成22年3月1日以降の整備を併せて集計した。 

H23年3月1日現在 

H22年3月1日現在 

Ⅰ－１ 

教育用コンピュータ１台当たりの 

    児童生徒数（都道府県別） 
（平成23年3月1日現在） 

  
 

鹿児島県  ４.５人/台 
 長崎県  ４.７人/台 
 山梨県  ４.７人/台 

上位３位 

  
 

 埼玉県  ８.３人/台 
 愛知県  ８.２人/台 
 神奈川県 ７.９人/台 

下位３位 

平均  6.6人/台 

学校における教育用コンピュータ整備状況 

【出典】学校教育の情報化の実態等に関する調査 

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 

(％)   

※ 平成21年度については、平成21年度第1次補正予算等による平成22年3月1日以降の整備を併せて集計した。 

 教員の校務用コンピュータ整備率 
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Ⅰ－２ 

教員の校務用コンピュータ整備率 

               （都道府県別） 

 
  

  鳥取県  129.4％ 

    島根県  120.5％ 

    静岡県  118.7％ 

上位３位 

  
 

    大阪府   65.5％ 

    千葉県   70.3％ 

    奈良県   70.4％ 

下位３位 

（平成23年3月1日現在） 

平均 99.2％ 

学校における教員の校務用コンピュータ整備状況 

【出典】学校教育の情報化の実態等に関する調査 

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 

 普通教室の校内LAN整備率 
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※ 平成21年度については、平成21年度第1次補正予算等による平成22年3月1日以降の整備を併せて集計した。 

Ⅰ－３ 

普通教室の校内LAN整備率 

          （都道府県別） 
（平成23年3月1日現在） 

 
  

  岐阜県  95.6％ 

    長野県  94.3％ 

    徳島県  94.3％ 

上位３位 

  
 

    青森県   53.6％ 

    奈良県   58.3％ 

    高知県   63.4％ 

下位３位 

平均 82.3％ 

学校における普通教室の校内ＬＡＮ整備状況 

【出典】学校教育の情報化の実態等に関する調査 

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 
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H23年3月1日現在 

H22年3月1日現在 

※ 平成21年度については、平成21年度第1次補正予算等による平成22年3月1日以降の整備を併せて集計した。 

Ⅰ－４ 

電子黒板のある学校の割合 

         （都道府県別） 

（平成23年3月1日現在） 

 
  

  和歌山県 85.3％ 

    大阪府  84.6％ 

    愛知県  83.8％ 

上位３位 

  
 

    長崎県   45.6％ 

    島根県   48.1％ 

    青森県   48.4％ 

下位３位 

平均 69.3％ 

学校における電子黒板の整備状況 

【出典】学校教育の情報化の実態等に関する調査 
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学校におけるインターネット接続状況 

【出典】学校教育の情報化の実態等に関する調査 ※ 東日本材震災の影響による回答不可能学校（３７３校）を除いた値である 
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67.1 

（平成23年3月1日現在） 

光ファイバ 

 67.4％ 

ＡＤＳＬ 

13.9％ 

ＣＡＴＶ 

12.6％ 

地上波無線 

 0.6％ 

超高速インターネット接続率（都道府県別） 
              （30Mbps以上） 

高速インターネット接続率（ＩＳＤＮ等以外） 

  
 

 京都府  98.1％ 
 大阪府  91.5％ 
 富山県  89.4％ 

上位３位 

  
 

 青森県  38.8％ 
 鹿児島県 43.5％ 
 愛媛県  45.4％ 

下位３位 

（平成23年3月1日現在） 

平均 67.1％ 

Ⅰ－５ 

1．学校教材の整備【拡充】           約800億円 
   「義務教育諸学校における新たな教材整備計画」に基づく地方財政措置 

  

2．学校図書館担当職員の配置【新規】   約150億円 
   小中学校における学校図書館図書担当職員の配置に要する経費の地方財政措置 

 

3．学校図書館図書の整備【拡充】      約200億円 

   「新学校図書館図書整備5ヵ年計画」に基づく地方財政措置 
 

4．学校図書館への新聞配備【新規】      約15億円 

   新学習指導要領に対応するため、新たに新聞（１紙）を小中学校の学校図書館に 

  配備するための経費の地方財政措置 
 

5．特別支援教育支援員の配置【拡充】    約476億円 

   特別支援教育支援員等の配置に要する経費の地方財政措置 
 

6．教育の情報化対策【継続】         約1，673億円 

   「新たな情報通信技術戦略」（H22．5．11 ＩＴ戦略本部決定）等に基づく教育の情報化  

  のための地方財政措置 
 

 

平成24年度地方財政措置（教育関係主要事項等） 

Ⅰ－６ 
Copyright (C) Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 

Ⅱ  教育の情報化の効果等 

教育の情報化の効果 

１．教育の情報化の効果（ＩＣＴを活用した指導の効果）に関しては、文部科学省の「教育の情
報化に関する研究」（平成１８年度）において以下のとおりの効果が示されているところ。         
（実証授業に参加した教員357名、実証授業408件、参加児童18,552名。） 

○客観テスト結果 
  ＩＣＴを活用した実証授業終了後に客観テストを実施し、活用

しない場合のテスト結果と比較分析を行った結果、ＩＣＴ活用
を実施した授業後の客観テストの結果が高い。 

○児童生徒の意識調査の結果 
  実証授業終了後に児童生徒を対象にした意識調査を
行った結果、ＩＣＴ活用は児童生徒の関心意欲や知識理解
を高めることを示した。 

○教員の評価結果 
  実証授業を行った教員へのアンケートの結果、教員の９７％
が「授業の質が向上した」、９１％が「指導が変わった」と回答。 

 以上の効果を実証した具体的にＩＣＴを活用した例は、プロジェクタの利用で図解を拡大表示したことや、教師がタブ
レットＰＣを使って生徒個人に合わせたきめ細かな指導ができたこと、また生徒がインターネットを活用して調べたことを
まとめ、タブレットＰＣを活用したプレゼンテーションを行ったことなどによるもの。 

→ＩＣＴの利活用は、「教員」が授業のねらいを示したり、課題への興味関心を高め、学習内容をより分かりやすく説明すること、
「児童生徒」が自ら情報を収集・選択したり、文章や図表にまとめたり、繰り返し学習による知識の定着や技能の習熟の場面に
おいて、より深い理解を促すことを可能とし、その効果として学力向上につながるものである。 

86.8

73.3

82.1

82.1

66.6

76.2

0 20 40 60 80 100

理科

社会

算数

2.98

3.38

3.43

2.86

3.26

3.29

2.4 2.6 2.8 3 3.2 3.4 3.6

「思考力・判断力」が高まった

「関心・意欲」が高まった

「知識・理解」が深まった

＜小学校における客観テストの分析＞ 

＜小学校における意識調査の分析＞ 

    ：ＩＣＴを活用していない場合          ：ＩＣＴを活用した場合  

Ⅱ－１ 

２．電子黒板の活用により得られる学習効果に関して分析した別の調査（「電子黒板の活用に
より得られる学習効果等に関する調査研究」平成２２年３月文部科学省委託調査）においても、
以下のとおり効果が示されている 。 （実証授業112件、参加児童3,787名。） 

○客観テスト結果 
  電子黒板を活用した授業及び活用しなかった授業

の終了後に学習内容に関する客観テストを実施し、
比較分析を行った結果、社会、算数・数学、理科
において、電子黒板の活用が学力の向上に効果が
あることが示されている。 

  特に、社会においては「社会的な思考・判断」、
「知識・理解」及び「総合結果」、算数・数学に
おいては「数学的な考え方」及び「表現・処理」、
理科においては「科学的な思考」及び「総合結
果」において１％水準で有意な差がみられる。  

（参考）各教科において児童生徒が習得すべき能力ごとの評価結果。電子黒板を活用した授業と活用しな   
   かった授業の後に実施したテストで有意な差がみられた項目を網掛けで表示 
  （     : ｐ＜．０１、       : ｐ＜．０５） 

82.20

87.88

79.26

77.51

84.09

70.74

0 20 40 60 80 100

理科

算数・数学

社会

＜社会、算数・数学、理科の３教科の総合結果＞ 

    ：ＩＣＴを活用していない場合          ：ＩＣＴを活用した場合  

社会 社会的な思考・判断 技能・表現 知識・理解 総合結果 

算数・数学 数学的な考え方 表現・処理 知識・理解 総合結果 

理科 科学的な思考 技能・表現 知識・理解 総合結果 
Ⅱ－２ 

Ⅲ  教育の情報化ビジョンについて 
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新成長戦略（抜粋）【平成22年6月18日閣議決定】 

（５）科学・技術立国・情報通信立国戦略 

（略）子ども同士が教え合い、学び合う「協働教育」の実現など、教育現場や医療現場

などにおける情報通信技術の利活用によるサービスの質の改善や利便性の向上を

全国民が享受できるようにするため、光などのブロードバンドサービスの利用を更に

進める。（略） 

～IT立国・日本～ （情報通信技術の利活用による国民生活向上・国際競争力強化） 

《21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》 【抜粋】 

（略）自治体クラウドなどを推進するとともに、週7日24時間ワンストップで利用できる電子行政を実現し、国

民・企業の手間（コスト）を軽減するとともに、医療、介護、教育など専門性の高い分野での徹底した利活用

による生産性の向上に取り組むことが急務である。（略） 

Ⅴ．科学・技術・情報通信立国における国家戦略プロジェクト 

 １６．情報通信技術の利活用の促進 

第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 

成長を支えるプラットフォーム 

Ⅲ－１ 

新たな情報通信技術戦略（教育関連） 

 2020 年までに、情報通信技術を利用した学校教育・生涯学習の環境を整備する 

 こと等により、すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会を実現する。 

Ⅲ．分野別戦略 

  ２．地域の絆の再生 

   （３）教育分野の取組 

 
 情報通信技術を活用して、ⅰ）子ども同士が教え合い学び合うなど、双方向でわかりやすい授業の実現、
ⅱ）教職員の負担の軽減、ⅲ）児童生徒の情報活用能力の向上が図られるよう、21 世紀にふさわしい学校教

育を実現できる環境を整える。また、国民の情報活用能力の格差是正を図るとともに、情報通信技術を活用し
て生涯学習の振興を図る。 

重点施策 

 
 文部科学省は、2010 年度中に教育の情報化の基本方針を策定し、その中で情報通信技術の活用が教育の

現場にもたらす変革についてのビジョンを示した上で、当該ビジョンを実現するために、児童生徒１人１台の各
種情報端末・デジタル機器等を活用したわかりやすい授業、クラウドコンピューティング技術の活用も視野に入
れた教職員負担の軽減に資する校務支援システムの普及、デジタル教科書・教材などの教育コンテンツの充
実、教員の情報通信技術の活用指導力の向上、学校サポート体制の充実、家庭及び地域における学習支援
等、ハード・ソフト・ヒューマンの面から関係府省と連携して、総合的に情報通信技術の活用を推進する。また、
情報化の影の部分への対応として、有害情報対策や情報モラル教育の推進に取り組むとともに、学校教育に
おいて児童生徒の情報活用能力の向上を図る。さらに、公民館、図書館等の社会教育施設の活用、放送大学、
ｅラーニング等によるリテラシー教育の充実など、生涯学習支援を推進する。【文部科学省、総務省、経済産業
省等】 

具体的取組 

平成22年5月11日 

IT戦略本部決定 

Ⅲ－２ 

教育の情報化ビジョン（平成23.4.28 公表） 

・ 21世紀を生きる子どもたちに求められる力 

• 知識基盤社会 

• グローバル化 

• 我が国の競争力、学力の低下、安全・安心な  

 学校の実現 

• 生きる力 

・ 21世紀にふさわしい学びの創造と教育の情報化の果たす役割 

• 新学習指導要領の円滑かつ
確実な実施 

• 今後の教育課程に向けて 

• 指導者用デジタル教科書 

• 学習者用デジタル教科書の開発、情報端末 

• デジタル教材 

• ネットワーク環境  

• 校務支援システムの普及 

• 標準化の推進 

• クラウド・コンピューティング技術の活用等 

• 教員の研修 

• 教員の養成・採用 

• 教員のサポート体制 

• ソフト・ハード・ヒューマンの総合的計画的推進 

• 総合的な実証研究の実施等 

• 総合的な推進体制の構築 

第一章 21世紀にふさわしい学びと学校の創造 

• 情報活用能力 

第二章 情報活用 

能力の育成 

第三章 学びの場における情報通信 

技術の活用 
第五章 校務の情報化の在り方 

第六章 教員への支援の在り方 

第七章 教育の情報化の着実な推進に向けて 

• 障害の状態、特性等に応じたアプリケーションの開発 

• 基本的なアクセシビリティの保証 

• 関係機関との連携等 

•  情報通信技術を活用して、一斉指導による学び（一斉学習）に加え、子どもたち一人一人の能力や特性に
応じた学び（個別学習）、子どもたち同士が教え合い学び合う協働的な学び（協働学習）を推進 

第四章 特別支援教育における情報通信技術の活用 

Ⅲ－３ 

子どもたちを 

取り巻く環境 

知識基盤社会 

２１世紀は、新しい知識・情報・技術が政
治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領
域での活動の基盤として飛躍的に重要性
を増す社会です。そこでは、幅広い知識と

柔軟な思考力に基づく新しい知や価値を
創造する能力が求められています。 

我が国の国際競争力の低下 

IMD（国際経営開発研究所）によれば、我

が国の国際競争力は、１９９０年の１位か
ら、２０１１年には２６位に低下しています。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災

において、多くの学校が避難所等としての
役割を果たしたことを踏まえ、災害時等に
対応した安心・安全な学校の実現が求め
られています。 

安心・安全な学校の実現 

知識・人材をめぐる国際競争が加速すると

ともに、異なる文化・文明との共存や国際
協力の必要性が増大しています。 

グローバル化 

学力の諸課題への対応 

例えば、経済協力開発機構（OECD）の
学習到達度調査（PISA）では、我が国は

トップレベルの国と比べると、本調査の
成績下位層が多いことや、情報の関係

性を理解して解釈したり、自らの知識や
経験を結びつけたりすることがやや苦手
であること等の課題が明らかになってい
ます。 

教育の情報化による「学びのイノベーション」 教育の情報化ビジョン ～ 21世紀を生きる子どもたちに求められる力 

Ⅲ－４ 

 

２１世紀を生きる子どもたちに求められる力 

  生きる力    確かな学力 豊かな心 健やかな体 

 

       

   情報活用能力    必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・
表現・発信・伝達できる能力等。 

        「生きる力」に資する。 

これらの考え方はOECD（経済協力開発機構）や欧州委員会が提唱するキーコンピテンシー（主
要能力）等と認識を共有 

Ⅲ－５ 

 

 

２１世紀にふさわしい学び・学校 と 教育の情報化の果たす役割 

 

情報通信技術を活用して、一斉指導による学び（一斉学習）に加え 、 
 

子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び(個別学習)、子どもたち同士が
教え合い学び合う協働的な学び(協働学習)を推進  

 

情報通信技術の特性：時間的・空間的制約を超越、双方向性、カスタマイズ(作りかえ)が 
          容易であること 等  
       

学びのイノベーション 

Ⅲ－６ 
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学びのイノベーション      

 
「新たな情報通信技術戦略」 

H22年5月11日 IT戦略本部決定  

 
◇情報通信技術を活用して、21世紀にふさわしい学校教育を実
現 

 
 

「新成長戦略」  

H22年6月18日 閣議決定 
◇子ども同士が教え合い、学び合う「協働教育」の実現など、教育
現場における情報通信技術の利活用によるサービスの質の改
善や利便性の向上 

 

「教育の情報化ビジョン」 
H23年4月 文部科学省 

 時間的空間的制約を超越 

 双方向性 

 カスタマイズが容易  

多様かつ大量の情報の蓄積・ 

 共有・分析が可能 

 

一方向・ 
一斉授業 

による学び 

が中心 

情報通信技術の活用による 

学 び の イ ノ ベ ー シ ョ ン 子どもたち一人  

 一人の能力や特 

 性に応じた学び 

 

子ども同士が教  

 え合い学び合う   

 協働的な学び 

 

教員全員のかか 

 わりと情報共有 

 によるきめ細か 

 な指導 

 

教育の情報化は、情報通信技術の 

特性を生かして、21世紀にふさわしい学
びの創造に貢献 

知識を活用し、幅広い知識と柔軟な思考
力に基づく、新しい知や価値を創造し、発
信できる能力の形成が重要 

知識基盤社会の進展、グローバル化を 

背景に、２１世紀を生き抜く力を子どもた 

ちが身につけることが我が国の成長にと 

って必要不可欠 

   （例） 
      ◇子ども同士が教え合い学び合う協働的な学び 

 情報端末や提示機器等を活用し、教室内の授 

  業や他地域・海外との交流授業において、子ど 

  も同士による意見交換、発表など、お互いを高 

  め合う「学び」を通して、思考力、判断力、表現 

  力等を育成 

     

    （例） 
   ◇教員全員のかかわりと情報共有によるきめ細かな指導 

 校務の情報化により、教員全員が子どもたちの「よ 

     いところ」を見つけ、共有することが容易となり、こ 

     れを通知表等で示すことにより、子どもの意欲向上 

     や保護者からの信頼が深まる。また、ネットワーク 

      を通じ、全国の教員と教材や指導事例等を情報共 

   有することで、よりよい授業を構築 

   （例） 
      ◇子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び 

 デジタルコンテンツ等の活用により、自らの疑問 

  について深く調べたり、自分に合った進度で学習 

  することが容易となる。また、一人一人の学習履 

  歴を把握することにより、個々の理解や関心の程 

  度に応じた学びを構築   

 

 

 

Ⅲ－７ 

情報化が進展する中で、学校においては、デジタル教科書・教材、情報端末、ネットワーク環境等が整備され、ICTの特長を最
大限に生かし、「一斉指導による学び（一斉学習）」に加え、「子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び（個別学習）」「子
どもたち同士が教え合い学び合う協働的な学び（協働学習）」を推進することが重要です。 

教育の情報化による「学びのイノベーション」 

Ⅲ－８ 

情報教育 

子どもたちの情報活用能力の育成 

新学習指導要領の円滑かつ確実な実施 

・各学校段階において期待される情報活用能力やこれを身に付けさせるための指導事

例等について学校現場へ一層周知 

・学校現場で展開された好事例の収集・提供、教員向けの指導資料や子どもたち向け

の教材の開発 

・子どもたちへの情報モラル教育の充実  

今後の教育課程に向けて 

・各学校段階にわたる体系的な情報教育を一層効果的に行う観点から、研究開発学校

制度等の活用により、情報活用能力の育成のための教育課程について実証的に研究 

・諸外国における教育課程、指導方法・評価の在り方について調査研究。情報活用能

力に関する実態調査の在り方について検討 

Ⅲ－10 

 ・各教科等の指導を通じて、児童がコンピュータや情報通信ネット 

   ワークなどの情報手段に慣れ親しみ、コンピュータで文字を入力 

   するなどの基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切に活用 

   できるようにする旨を明示。 
 

 ・「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。 

 

 ・「総合的な学習の時間」において、情報に関する学習を行う際に 

  は、情報を収集・整理・発信するなどの学習活動が行われるよう 

  にすることを明示。 

Ⅲ－11 

小学校学習指導要領 

 ・各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コン 

   ピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ主 

   体的、積極的に活用できるようにする旨を明示。 

 

 ・「技術・家庭」において、ディジタル作品の設計・制作やプログラム 

   による計測・制御を必修化。 

 

 ・「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。 

Ⅲ－12 

中学校学習指導要領 

  ・各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コン 

    ピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ実 

    践的、主体的に活用できるようにする旨を明示。 

 

  ・共通教科「情報」について、社会の情報化の進展に主体的に対 

    応できる能力と態度を育成する観点から、３科目の内容を再構 

    成し、「社会と情報」、「情報の科学」の２科目構成とした。 

    (選択必履修) 

Ⅲ－13 

高等学校学習指導要領 
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 共通教科「情報」 

  ・情報社会を構成する一員として、社会の情報化の進展に主体的 

    に対応できる能力と態度を育成する観点から、「情報の科学的な   

    理解」や「情報社会に参画する態度」を柱に科目の構成・内容を 

    改善。 

 

  ・情報活用能力を確実に身に付けさせるために、小・中・高等学校 

   を通して体系化された情報教育の指導内容を踏まえ、一部重複さ 

   せるなどして指導を充実。 

 

  ・内容に情報モラルを項目立てし、情報モラルを身に付けさせる学   

    習活動を重視。 

Ⅲ－14 

高等学校学習指導要領 
情報通信技術を効果的に活用した分かりやすく深まる授業の実現等  
 

教科指導における情報通信技術の活用 

指導者用デジタル教科書 

・教科書発行者の開発の促進 
・学校設置者が容易に入手できるような支援方策を検討 

学習者用デジタル教科書の開発、情報端末 

・子どもたち一人一人の学習ニーズに柔軟に対応でき、学習履歴の把握・共有等を可 

  能とする学習者用デジタル教科書、情報端末等について実証研究 

      教育効果や指導方法、必要な機能の選定・抽出、規格、 

    モデル的なコンテンツの開発、供給・配信方法、健康、 

       障害のある子どもたちへの対応 など 

・電子黒板、プロジェクタ、実物投影機、地上デジタルテレビ等の提示用のデジタル機器を全
ての教室で活用 

 

（注）デジタル教科書 デジタル機器や情報端末向けの教材のうち、既存の教科書の内容と、それを閲覧するた
めのソフトウェアに加え、編集、移動、追加、削除などの基本機能を備えるもの 

 

              ◆指導者用デジタル教科書･･･教員が電子黒板等により提示して指導  

                            ◆学習者用デジタル教科書･･･子どもたちが個々の情報端末で学習 

Ⅲ－15 

 

デジタル教材 

・教員や広く民間団体による質の高いコンテンツ開発を奨励・表彰 

ネットワーク環境 

・1人1台の情報端末による学習を可能とするため、超高速の校内無線ＬＡＮ環境構築
が必要 

・費用対効果、セキュリティ等を十分考慮しつつ、将来的には、クラウド・コン
ピューティング技術を活用してデジタル教科書・教材を供給・配信 

Ⅲ－16 

 
・特別な支援を必要とする子どもたちにとって、障害の状態や特性等に応じて活用するこ

とは、各教科や自立活動等の指導において、極めて有用 
 

・デジタル教科書・教材について、障害の状態や特性等に応じた様々な機能のアプリ

ケーションの開発が必要 
 

・情報端末等について、子どもたちにとっての基本的なアクセシビリティの保証（支障な

くアクセス・利用ができること）が必要 
 

・関係機関との連携において情報通信技術を活用することが有効 

特別支援教育における情報通信技術の活用 

Ⅲ－17 

情報通信技術を活用した教職員の情報共有によるきめ細かな指導。 

校務負担の軽減 
 

校務の情報化 

校務支援システムの普及 

・学籍・出欠・成績等の管理、教員間の指導案・デジタル教材・学習履歴等の共有、

学校ウェブサイト等による家庭・地域との情報共有等に資する 

・全ての学校に校務支援システムを普及 

標準化の推進 

・必要な教育情報をデジタル化、データベース化して共有。共有すべき教育情報の項

目、データ形式等の標準化を推進 

クラウド・コンピューティング技術の活用等 

・校務におけるクラウド・コンピューティング技術の活用について、試行的な取組
を行いつつ検証 

 
 

（注）クラウド・コンピューティング技術 

      ネットワーク経由でソフトウェア等を「どこからでも、必要な時に、必要なだけ」利用可能とする技術 

Ⅲ－18 

 

 

校務の情報化の必要性 

●多くの学校、教育委員会が、校務情報化を「是非必要である」または「必要である」と回答。                   

●反対に「必要でない」という回答がほとんどないことから、校務情報化の必要性は十分に認識され 

   ている。  

※平成１８年度アンケート調査より 
 平成１８年度文部科学省委託事業「校務情報化の現状と今後の在り方に関する研究報告書」より 

（５，８４６校） （３４４か所） 

Ⅲ－19 
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教員が子どもたち一人一人の能力や特性を把握し、これらに応じた学習を産み出す役割が一層
期待される 

（ICT活用指導力のある教員は概ね平均6～7割。地域間格差も顕著。） 

教員の研修 

・国においてはe-ラーニング研修等、地方公共団体においては教育委員会や教育センター等に
おける国が養成した研修指導者を活用した研修や大学等と連携したICT活用指導力向上のた
めの講習の実施等  

教員の養成・採用 

・中央教育審議会の検討を踏まえつつ、教員養成を行う大学や教職大学院等において、新たな
教員養成カリキュラムの開発や効果的な履修体制の構築 

・教職課程等において情報端末・デジタル機器やソフトウェアに触れる機会の充実 

・ICT活用指導力を十分考慮した採用 

教員のサポート体制 

・教育の情報化の統括責任者である教育CIO（Chief Information Officer）及び学校の管理職
としての学校CIOの重要性、学習・情報センターとしての学校図書館の機能強化、学校の管
理職への研修 

・外部の専門的スタッフ（ICT支援員）の配置・活用 

教員への支援の在り方 

Ⅲ－20 
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（％） 

「各教室等においてコンピュータ等を使って指導できる教員の割合」 
を活用する能力 
A:教材研究・指導の準備・評価などにICT 

B:授業中にICTを活用して指導する能力 

C:児童のICT活用を指導する能力 

D:情報モラルなどを指導する能力 

E:校務にICTを活用する能力 

72.6 

56.4 

58.5 

66.8 

67.0 

新基準により調査を実施 

Ａ：69.4 

Ｄ：62.7 

Ｅ：61.8 

Ｃ：56.3 

Ｂ：52.6 

  教員のＩＣＴ活用指導力の推移 

73.9 

58.5 

60.3 

68.6 

69.4 

40 

76.8 
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70 

90 

76.1 

62.3 

61.5 

71.4 

72.4 

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 Ⅲ－21 

         研修の受講状況（全校種） 

平成22年度中にICT活用指導力の各項目に関する研修を受講した教員の割合  

※１．ICT活用指導力の状況の各項目のうち、Eのみの研修は除く。 

※２．１人の教員が複数の研修を受講している場合も、「１人」とカウントする。 

※３．平成22年3月末日までの間に受講予定の教員も含む。 

受講していない ７７．０％ 受講した ２３．０％ 

199,443 人 

669,553 人 

を活用する能力 
A:教材研究・指導の準備・評価などにICT 

B:授業中にICTを活用して指導する能力 

C:児童のICT活用を指導する能力 

D:情報モラルなどを指導する能力 

E:校務にICTを活用する能力 

※ 東日本大震災の影響による回答不可能学校（373校）を除いた数値である。 Ⅲ－22 

  

 ソフト・ハード・ヒューマンの総合的計画的推進 

 ・効果的な推進や地域間格差の解消に向けて、地方交付税措置と併せ、一定程度使途を限定

した支援措置も検討 

総合的な実証研究の実施等 

 ・文部科学省の「学びのイノベーション事業」（ソフト・ヒューマン・教育面）と総務省の

「フューチャースクール推進事業」（ハード・インフラ・情報通信技術面）の連携により、

モデル地域・学校などで総合的な実証研究 

 ・学識経験者、地方教育行政関係者、教員、民間企業、地域や家庭等の関係者や、近年の情

報通信技術の進展に精通した若い世代の考えも反映することが可能な「学びのイノベーショ

ン推進協議会（仮称）」を設置 

 ・東日本大震災の被災地等において創られていく学校については、地域や学校のニーズを踏
まえながら、「教育の情報化ビジョン」に記載された内容を生かし、21世紀の学びと学校を

リードする新たなモデルとなることを期待 

総合的な推進体制の構築 

 ・教育の情報化に関する総合的、継続的な調査研究及び推進を行う基盤の確保を検討 

 ・産学官等連携による広範なネットワークの形成、教育の情報化のための社会的機運の醸成 

学校教育の情報化の着実な推進に向けて 

Ⅲ－23 

Ⅳ  今後の取り組み 

（ 300百万円 ） 
２４年度予定額 ２８１百万円 

 

主としてハード・インフラ・ 
情報通信技術面から実施 

モデルコンテンツの開発  

一人一台情報端末に必要な機能の選定・抽出  等 

 学校種、発達段階、教科等に応じた効果・影響の検証          

デジタル教科書・教材、情報端末等を利用した指導方法
の開発 

２１世紀を生きる子どもたちに求められる力を育む教育を実現するために、様々な学校種、子どもたちの発達段階、 

教科等を考慮して、一人一台の情報端末や電子黒板、無線LAN等が整備された環境において、デジタル教科書・教材 

を活用した教育の効果・影響の検証、指導方法の開発、モデルコンテンツの開発等を行う実証研究を実施 

国内の情報通信技術活用好事例等の収集・普及・促進 

ＩＣＴ活用に対する教員や教育行政職員等の理解の増進を図り、各学校におけるＩＣＴ活用の取組を推進するため、
教育の情報化の実態を明らかにするとともに、好事例を収集し、学校や教育委員会等と共有する。 

国内外の教育の情報化の実態に関する調査等 

中学校(８校) 
主としてソフト・ヒューマン・ 
教育面から実施 

特別支援学校(２校) 小学校(10校) 

（ 300百万円 ） 
２４年度予定額 ２８１百万円 

 

（ 300百万円 ） 
２４年度予定額 ２８１百万円 

 

 

 
学びのイノベーション事業       

（ 300百万円 ） 
２４年度予算額 ２８１百万円 

 

Ⅳ－１ 
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文部科学省と総務省の役割分担 

文部科学省と総務省の緊密な連携の下、文部科学省は、主として教育用コンテンツの開発や教員の研修支援など、ソフト・
ヒューマン面から、総務省は、主として教育の情報化に係るＩＣＴの導入手法など情報通信技術面を、子どもたちの発達段階、
教科、地域性等実態に即した、教育の情報化に向けた取組を実施。 

Ⅳ－２ 

 

 
学びのイノベーション事業・フューチャースクール推進事業の実施体制及び主な取組       

平成22年度 平成23年度 平成24年度 

事業実施体制
の構築 

      

実証校におけ
る取組※ 

      

デジタル教科
書・教材（モデ
ルコンテンツ）
の開発 

      

小中学校WG         ・  特別支援教育WG  ・ ICT活用の留意点に関するWG 
   

学びのイノベーション推進協議会  

中学校８校 

特別支援学校２校  

小学校１０校 (総務省フューチャースクール実証校を選定） 総務省フューチャースクール実証校 

(小学校１０校) 

地域協議会 (小学校10校、中学校８校,特別支援学校２校) 地域協議会 （小学校１０校） 

ICTを活用した先導的な教育の実証研究に関する協議会 
（文部科学副大臣、総務副大臣主催）  

フューチャースクール推進研究会 
ICTを利活用した協働教育推進 

のための研究会 （計５回開催） 

※・一人一台端末や無線ＬＡＮの環境下で、デジタル教科書・教材等を利用した指導方法の開発。 

  ・発達段階や教科の特性に応じたＩＣＴ活用の効果・影響の検証。 

学校教育の情報化に関する 

懇談会（計12回開催） 

Ⅳ－３ 

 
各学校に             を設置 
  

H22～ 小学校10校 

H23～ 中学校8校 

学びのイノベーション事業 実施体制 

実証校 

 

● 両事業間の共通理解 

● 調整事項         等 

ICTを活用した先導的な教育の実証研究に関する協議会 
（文部科学副大臣、総務副大臣主催） 

● 事業の実施方針、実施計画の決定 

● 事業全体の進捗状況の確認、WGへの助言 

● 事業の総括（年度末）                 等 

● 実証校、コンテンツ開発の進捗状況の確認 

● 学力検証の検討     ● 指導事例の収集 

● 教員サポート体制の在り方の検討 

● 成果の検証、課題の整理    等 

小中学校WG 

学びのイノベーション推進協議会 ﾌｭｰﾁｬｰｽｸｰﾙ推進研究会 

【文部科学省】 【総務省】 

H22～ 小学校国語・算数・外国語活動 

H23～ 小学校社会・理科 

     中学校国語・数学・英語 

コンテンツ開発 
H23～ 特別支援学校2校 

      （病弱） 
 

 

H23～ 開発、実証校で実証 

実証校 

コンテンツ開発 

 

●日常的なＩＣＴの利用が子どもの健康 
 等に与える影響 
●個人情報の管理 等 
 

ICT活用の留意事項の 

整理に関するWG 

● 実践校、ｺﾝﾃﾝﾂ開発の進捗状 

  況の確認 

● 成果の検証、課題の整理 等  

特別支援教育WG 

地域協議会 
地域協議会 

Ⅳ－４ 

学びのイノベーション事業 実証校 （小学校10校、中学校８校、特別支援学校2校） 

  いしかりしりつ こうなん 

石狩市立紅南小学校（北海道） 

     うちなだちょうりつ おおねぶ 

内灘町立大根布小学校（石川県） 

   ながのしりつ しおざき 

長野市立塩崎小学校（長野県） 

   ひろしましりつ ふじのき 

広島市立藤の木小学校（広島県） 

  ひがしみよしちょうりつ あしろ 

東みよし町立足代小学校（徳島県） 

     にいみしりつ てっせい 

新見市立哲西中学校（岡山県） 

 とやまけんりつ ふるさとしえん 

富山県立ふるさと支援学校（富山県） 

  きょうとしりつ とうよう そうごうしえん 

京都市立桃陽総合支援学校（京都府） 
 しんちちょうりつ しょうえい 

新地町立尚英中学校（福島県） 

おおぶしりつ ひがしやま 

大府市立東山小学校（愛知県） 

かつしかくりつ ほんでん 

葛飾区立本田小学校（東京都） 

 さがえしりつ たかまつ 

寒河江市立高松小学校（山形県） 

 よこはまこくりつだいがくふぞく よこはま 

横浜国立大学附属横浜中学校（神奈川県）  まつさかしりつ みくも 

松阪市立三雲中学校（三重県） 

 わかやましりつ じょうとう 

和歌山市立城東中学校（和歌山県） 

  みやこじましりつ しもじ 

宮古島市立下地中学校（沖縄県） 

  みのおしりつ かやの 

箕面市立萱野小学校（大阪府） 

  さがけんりつ たけお せいりょう 

佐賀県立武雄青陵中学校（佐賀県） 
 

 さがしりつ にしよか 

佐賀市立西与賀小学校（佐賀県） 
 

  じょうえつきょういくだいがくふぞく 

上越教育大学附属中学校（新潟県） 
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